
地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進 
事業費補助金 平成30年度予算額 70.0億円（63.0億円） 

資源エネルギー庁 
省エネルギー・新エネルギー部 
①新エネルギーシステム課
03-3580-2492
②新エネルギー課
03-3501-4031

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業イメージ 

事業目的・概要 

従来の大規模集中電源に依存した硬直的なエネルギー供給システム

を脱却するとともに、急速に普及する再生可能エネルギーをはじめとし

た分散型エネルギーを安定的かつ有効に活用していくため、地域に存

在する分散型エネルギーを地域内で効率的に活用する「エネルギーの

地産地消」が注目を集めています。

 エネルギーの地産地消を進める上では、エネルギー設備の導入等に要

する初期費用に対し、十分なエネルギーコストの削減を確保できる効

率的な設備形成が求められます。こうした効率的な設備形成を行うた

めには、地域のエネルギー需給の特性に応じて設備導入やシステム構

築を進めることが重要です。

 そこで、本事業では、地域の実情に応じ、①先導的な地産地消型エ

ネルギーシステムを構築する事業、②木質バイオマスや地中熱等を利

用した再生可能エネルギー熱利用設備を導入する事業等に対して支

援を行うことで、エネルギーの地産地消を促進します。

 

 

成果目標 

平成28年度から平成32年度までの5年間の事業を通じて、省エ

ネ効果20%以上の達成等を可能とする先導的な地産地消型の

エネルギーシステムの構築を目指します。

 民間事業者等による先導的な地産地消型のエネルギーシステムの構
築に対し、補助を行います。

①事業化に向けた計画策定に対する支援 【補助率3/4以内】

事業化可能性調査やマスタープランの策定を支援

②エネルギーシステムの構築に関する支援 【補助率2/３,１/２,１/3以内】

② 再生可能エネルギー熱事業者支援事業

 民間事業者による再生可能エネルギー熱利用設備導入に対して補

助を行います。 【補助率1/3以内】

※地方公共団体から指定・認定を受けて実施する先導的な事業については、2/3以内を補助
する場合があります。

国 民間事業者等 

補助 

民間団体等 

補助（3/4,2/3,1/2,1/3） 

エネルギー設備をエネルギー管理シ
ステムを用いて制御し、エネルギーを
面的に利用する地産地消型エネル
ギーシステムの構築を支援

※「固定価格買取制度」で設備認
定を受けない設備が補助対象

バイオマス熱利用 地中熱利用 太陽熱利用 

【再生可能エネルギー熱利用設備の内訳】 太陽熱利用、温度差エネルギー利用、雪
氷熱利用、地中熱利用、バイオマス熱利用、バイオマス燃料製造 

※地方公共団体等への補助・民間事業者への発電設備の補助は、環境省が実施。

① 分散型エネルギーシステム構築支援事業


